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第一部【原資産情報】 

第１【抵当権の状況】 

１【概況】 

⑴【内国抵当証券に係る法制度の概要】 

⑵【内国抵当証券の基本的性格】 

⑶【内国抵当証券の目的財産の沿革】 

⑷【内国抵当証券の目的財産に関し関係を有する者】 

２【貸付債権の概要】 

⑴【金融商品取引業者の貸付に係る事業の概要】 

⑵【貸付債権の内容】 

⑶【貸付債権の回収方法】 

⑷【信用補完】 

⑸【その他】 

３【内国抵当証券保有者の権利】 

４【貸付債権の弁済状況】 

第２【内国抵当証券の目的財産の概況】 

１【内国抵当証券の目的財産の概要】 

２【内国抵当証券の目的財産の利用及び管理状況】 

３【内国抵当証券の目的財産の評価に関する事項】 

４【内国抵当証券に表示される抵当権に優先する権利の内容】 

５【抵当権の実行に係る制約】 

第３【リスク情報】 

第４【その他】 

第二部【特別情報】 

第１【発行者の経理状況】 

１【貸借対照表】 

２【損益計算書】 

３【株主資本等変動計算書】 

第２【貸付債権に係る債務者の経理の概況】 

１【資産及び負債の状況】 

２【損益の状況】 



第３【参考情報】⑵ 

（記載上の注意） 

⑴ 一般的事項 

ａ 記載事項は、投資者が容易に理解できるよう、図表等による表示をすることがで

きる。 

ｂ 提出者の発行している特定預託証券又は特定有価証券信託受益証券に関し、投資

判断に重要な影響を及ぼすと判断される会社（例えば、預託を受けている者、受託

者）がある場合には、この様式第二部中「第２ 貸付債権に係る債務者の経理の概

況」の次に「第２の２ その他の重要な会社の情報」の項を設け、企業内容等の開

示に関する内閣府令第二号様式第三部中「第２ 保証会社以外の会社の情報」に準

じて記載すること。 

ｃ この「記載上の注意」は、一般的基準を示したものであり、これによりがたいや

むを得ない事情がある場合には、これに準じて記載すること。 

ｄ 有価証券報告書の記載に当たっては、以下に掲げるものを除き、第六号の三様式

の「記載上の注意」に準ずるものとする。 

ｅ 提出者が、法第24条第14項の規定により、有価証券報告書に記載すべき事項の一

部（以下ｅにおいて「原記載事項」という。）を記載した報告書代替書面を有価証券

報告書と併せて提出した場合には、有価証券報告書における原記載事項を記載すべ

き項目の欄に、当該報告書代替書面に記載された原記載事項の表示箇所を明瞭に記

載すること。 

⑵ 参考情報 

当計算期間（第23条に定める期間をいう。）において、法第25条第１項各号に掲げる

書類を提出した場合には、それらの書類名及び提出年月日を記載すること。 


